
（単位　円）

科　　　　目 本年度末 前年度末 増　　減

   固定資産 9,323,175,197 9,350,090,772 △ 26,915,575

       有形 固定 資産 7,491,615,173 7,525,749,937 △ 34,134,764

           土          地 2,586,210,011 2,529,380,011 56,830,000

           建          物 3,869,119,711 3,949,413,847 △ 80,294,136

   　　　　建物 附属 設備 240,975,896 233,567,730 7,408,166

           構    築    物 263,574,238 259,208,762 4,365,476

           教育研究用機器備品 146,574,153 168,332,491 △ 21,758,338

           管理用機器備品 6,333,968 7,932,397 △ 1,598,429

           図          書 370,321,227 364,738,649 5,582,578

           車          輌 8,505,969 13,176,050 △ 4,670,081

       特  定  資  産 701,329,687 590,404,299 110,925,388

           退職給与引当特定資産 115,653,056 110,217,668 5,435,388

   　　　　第３号基本金引当特定資産 58,936,631 57,936,631 1,000,000

   　　　　百二十周年事業引当特定資産 26,740,000 22,250,000 4,490,000

           施設設備拡充引当特定資産 500,000,000 400,000,000 100,000,000

       その他の固定資産 1,130,230,337 1,233,936,536 △ 103,706,199

           電 話 加 入 権 1,587,320 1,587,320 0

           施 設 利 用 権 168,000 210,000 △ 42,000

   　　　　ソフ トウ ェア 6,728,487 10,442,686 △ 3,714,199

           有  価  証  券 1,107,055,000 1,207,005,000 △ 99,950,000

           長 期 貸 付 金 14,280,000 14,280,000 0

   　　　　保    証    金 170,000 170,000 0

   　　　　預    託    金 241,530 241,530 0

   流動資産 2,216,626,045 1,850,137,146 366,488,899

           現  金  預  金 2,068,262,167 1,698,392,734 369,869,433

           未  収  入  金 136,222,709 139,949,105 △ 3,726,396

           販  売  用  品 1,003,749 1,025,476 △ 21,727

           前    払    金 10,073,094 10,740,705 △ 667,611

           仮    払    金 1,064,326 29,126 1,035,200

   資産の部合計 11,539,801,242 11,200,227,918 339,573,324

科　　　　目 本年度末 前年度末 増　　減

   固定負債 657,122,356 678,224,080 △ 21,101,724

           長 期 借 入 金 539,852,000 563,180,000 △ 23,328,000

           退職給与引当金 115,653,056 110,217,668 5,435,388

           長 期 未 払 金 1,617,300 4,826,412 △ 3,209,112

   流動負債 475,001,931 432,512,054 42,489,877

           短 期 借 入 金 73,328,000 91,090,000 △ 17,762,000

           未    払    金 46,291,586 31,766,681 14,524,905

           前    受    金 318,494,500 288,604,500 29,890,000

           預    り    金 35,287,098 21,050,873 14,236,225

           仮　　受    金 1,600,747 0 1,600,747

   負債の部合計 1,132,124,287 1,110,736,134 21,388,153

科　　　　目 本年度末 前年度末 増　　減

   基本金 10,289,240,793 10,147,119,314 142,121,479

   　　　　第１号　基本金 10,075,304,162 9,934,182,683 141,121,479

   　　　　第３号　基本金 58,936,631 57,936,631 1,000,000

   　　　　第４号　基本金 155,000,000 155,000,000 0

   繰越収支差額 118,436,162 △ 57,627,530 176,063,692

   　　　　翌年度繰越収支差額 118,436,162 △ 57,627,530 176,063,692

   純資産の部合計 10,407,676,955 10,089,491,784 318,185,171

   負債及び純資産の部合計 11,539,801,242 11,200,227,918 339,573,324

　　資産の部

貸　借　対　照　表

令和　４年　３月３１日

　　負債の部

　　純資産の部



１．重要な会計方針 

 

(1)引当金の計上基準 

徴収不能引当金         

 …未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込み額を計上している。 

退職給与引当金         

 …期末要支給額 788,304,947円の 100％を基にして、公益財団法人群馬県私学振興会からの交付金相当 

額を控除した額を計上している。 

 

(2)その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法       

 …非満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。 

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法      

 …預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

 

２．重要な会計方針の変更等      該当なし 

 

３．減価償却額の累計額の合計額        3,193,211,594円 

 

４．徴収不能引当金の合計額                0円 

 

５．担保に供されている資産の種類及び額 

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。 

土 地              2,151,448,342円 

建 物              3,470,817,818円 

定期預金               30,012,609円 

 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 

618,006,412円 

 

７．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

(1)有価証券の時価情報 

①総括表                                        (単位 円) 

 
当年度（令和 4年 3月 31日） 

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの  630,000,000   630,724,000      724,000 

（うち満期保有目的の債券） (    0 ) (    0 ) (    0 ) 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの  1,007,000,000   968,581,900 △38,418,100 

（うち満期保有目的の債券） (    0 ) (    0 ) (    0 ) 

合  計 1,637,000,000 1,599,305,900 △37,694,100 

（うち満期保有目的の債券） (    0 ) (    0 ) (    0 ) 

時価のない有価証券      55,000 
 

有価証券合計 1,637,055,000 

 

②明細表                                         (単位 円) 

種 類 
当年度（令和 4年 3月 31日） 

貸借対照表計上額 時 価 差 額 

債  券 1,637,000,000 1,599,305,900 △37,694,100 

合    計 1,637,000,000 1,599,305,900 △37,694,100 

時価のない有価証券     55,000 
 

有価証券合計 1,637,055,000 

 

 

(注 1)時価の算定方法 

取引先証券会社から提示された価格に基づき算定している。 

 

 

 



(2)通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引  

①平成 21年 4月 1日以降に開始したリース取引 

 

リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高 

教育研究用機器備品 1,485,000円 1,410,750円 

 

②平成 21年 3月 31日以前に開始したリース取引 

該 当 な し 

 

(3)関連当事者との取引     該当なし 

 

 


